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研究成果の概要（和文）：人間の認知能力や合理性の限界（限定合理性）が経済取引の組織形態

に影響する要因であることは従来から知られており、取引費用とガバナンス選択の問題として

実際のデータに基づく研究が行われてきた。本研究では、その枠組みを多角化した企業間の技

術取引に適用し精緻化した。また、戦略の逐次的更新が現実に行われている事実を実証的にと

らえた。加えて、研究の先後関係認識に関する限定合理性の新たな指標を得る手がかりを得た。 
 
研究成果の概要（英文）：Bounded rationality implies the limitation on the cognitive and 
calculative capability of human beings.  Prior research suggests that ramifications of 
bounded rationality can change the relative advantages of difference governance structures, 
such as licensing and joint ventures in the context of technology transactions.  First, this 
study has refined the approach by empirically analyzing international technology 
transactions between diversified firms.  Second, this study has analyzed patent 
prosecution strategies, and has found that prosecution strategies show sequential updating 
as responses to competitors' R&D behavior, implying that bounded rationality plays a role 
in the prosecution process.  Third, this study has probed patent citation data, and has 
found a few dimensions from which measurement of bounded rationality in sequential 
innovation environment may be constructed in the future.   
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１．研究開始当初の背景 
 
(1) 複雑な法的制度基盤のもとで、権利・契
約等の法的構造をいかに企業は戦略的に利
用しうるか、という関心に対する経済学的な
分析は、従来は「法と経済学」分野に属する
と考えられた。その中で、技術に関する知的
財産権に関する分析は、「特許の経済分析」
という名前で呼ばれる分野として発達して
きた。 
 
(2) 一方、特許出願人が審査途上で行った出
願内容修正が、事後的に出願人本人に不利に
働くことがある、という「出願経過エストッ
ペル（禁反言）」と呼ばれる問題が近年の特
許法学で注目されるようになった。この問題
は、経済学・経営学の観点からは、技術開発
者ですら事後的な技術発展を正確に予見し
えない、という点で人間の合理性に限界が存
在（限定合理性）し、特許制度の経済効果に
影響を与えうることを示している。出願経過
エストッペルのような法廷論理がどのよう
に研究開発インセンティブに影響するか、ま
た限定合理性を制度設計のための分析に取
り入れられるか、は経済学・経営学が取り組
むべき問題の一部である。ところが、伝統的
な「法と経済学」では、標準的なミクロ経済
学の概念枠組みに依拠するため、限定合理性
や、それに基づく記述不可能性を分析枠組み
に取り込むことができない。つまり、出願経
過エストッペルのような現象に対して分析
手段を用意できなかった。 
 
(3) 研究開発や知財管理において重要である
特許は、現在存在していない技術を生み出す
ためのインセンティブ創出のための制度で
あり、もともと「将来起こりうる事象を完全
に描ききれない」条件を内包する制度である。
その分析のためには、限定合理性を正面から
扱うことが本来必要である。限定合理性に基
づく取引費用を用いた手法は従来から存在
したが、その分析枠組みの高度化や、他の側
面からの分析アプローチを探ることが望ま
れた。これらが、研究開発や知財管理におけ
る限定合理性の役割を研究する動機となっ
た。 
 
２．研究の目的 
 
(1) 特許など技術に関する知的財産権が研究
開発に果たす役割は増大する一方である。ラ
イセンス・訴訟などでの知的財産権の行使方

法は、企業の死命をも制しうる経営実務課題
である。また、これら戦略的な制度利用を理
解した上で政策設計がなされることが望ま
れる。そのため、研究開発戦略や知的財産戦
略は、実地分析の必要性が高い分野となって
おり、本研究の貢献目標となった。 
 
(2) 本研究は、ハーバート・サイモンの限定
合理性概念を取り扱い、特許制度を利用する
上で経済主体の限定合理性が果たす役割を
明示的に認識した実証研究を目標とした。取
引費用など限定合理性に関連する諸概念は、
従来の「特許の経済分析」や、いわゆる「法
と経済学」の範疇に完全には収まらないが、
これらの性質に着目し、研究の枠組みを発展
させつつ、研究開発戦略と知的財産戦略にお
ける意味を探ることを目的とした。 
 
(3) 複雑な法的制度基盤のもとで、権利・契
約等の法的構造をいかに企業は戦略的に利
用しうるか、という知見の蓄積を通じ、「法
と経営学」とも名付けるべき経営戦略に関す
る研究領域を立てる端緒となることも目指
した。 
 
３．研究の方法 
 
企業が特許制度を利用する上で限定合理性
が果たす役割を探求するため実証分析を行
った。主な課題内容は３つに分けられる。用
いた実証データは異なるが、いずれも企業の
特許出願や登録特許データと、特許引用デー
タを組み合わせ、回帰分析を行う方法をとっ
ている。 
 
(1)経済主体が取引を管理するガバナンス形
式は、限定合理性に由来する取引費用を節減
するよう調節される、というウイリアムソン
的な取引費用仮説に基づく実証探求。 
 
(2)特許データを用いて、企業の研究開発戦
略及び知的財産戦略に関し、累積的な研究開
発環境における戦略の逐次更新が現実に表
出されているかを探る研究。 
 
(3)研究開発の基盤となる既存技術の認識空
間の測定方法として、従来使われてきた特許
引用データ自体の特性と歪みを明らかにす
るための研究。 
 
４．研究成果 
 



(1) 取引費用仮説による検証 
 
① 上記の第一の課題は、契約や企業組織に
関する属性の決定要因の分析である。技術・
知識取引において、限定合理性に由来する取
引費用を節約するようガバナンス選択がな
される、というウイリアムソン的な取引費用
仮説に基づく実証研究が従来から存在する。
この発展として、ライセンスすなわち技術の
市場取引に伴う取引費用が相対的に高いと
き、取引の内部化、または合弁会社など中間
的な技術取引形態を取る傾向がある、という
ことも実証されていた。しかし、多角化した
企業間の技術取引については分析がほとん
どなかった。高度に多角化した企業間では、
特定の事業分野で合弁やライセンスなどに
より協業を深める一方、他の事業分野で排他
的な競争関係にとどまることも多い。このよ
うな多角化した企業間での一分野における
技術取引の契約形態（ガバナンス形態）は、
当該分野外で競合する技術開発競争関係に
及ぼす影響も考慮して決定されている可能
性がある。以上の予想を立て、日米間の技術
取引データに基づく統計分析を行った結果、
合弁やクロスライセンスなど中間的取引形
態は、それぞれ独自の技術的な影響関係を持
つ、という仮説が基本的には支持された。こ
の研究は、ミシガン大学(執筆当時）のオッ
クスリー教授との共同研究に発展した。分析
枠組みや結果は、Oxley and Wada (2006)と
して国際経営戦略に関する書籍の一部とな
り公表された。 
 
② 上記①の共同研究は、仮説およびデータ
分析の双方において精密化された。多角化し
た企業どうしの技術取引において合弁企業
を設立することによる場合とは、当該技術取
引の行われる事業と関係のない事業から技
術的に切り離す目的をもっているのではな
いか、という仮説が立てられた。この予想の
もとで実証手法の改良を加え、学術誌投稿と
査読者コメントに基づく改訂を繰り返した。
その過程で得られた、合弁会社と関連しない
技術分野において技術交流がむしろ減少し
ている、という結果は、Oxley and Wada (2009)
として Management Science 誌に掲載された。 
 
(2)戦略の逐次更新仮説に基づく検証 
 
「研究の方法」に述べられた第二の課題は、
累積的に進む技術革新環境の中で、出願分割
などを通じ特許出願者が逐次的に環境変化
に順応しようとしている現象を定量分析す
るものである。出願者に限定合理性があるた
め、基礎技術の発展可能性を見通す能力に限
界がある、という予想がまず立てられた。こ
の予想に基づき、特許出願分割のうち、特許

拒絶査定に対応するのではない、自主的・戦
略的に行われる出願分割は、長期的な被引用
数と短期的な被引用数のどちらにより反応
的かを実証検討したところ、むしろ短期的、
同時期に観察可能な周辺技術開発の動向に
影響されているであろうことを示す結果が
得られた。この結果はワーキングペーパーと
してまとめられ、2007 年 5月北海道大学法学
研究科の研究セミナーにおいて報告された。
出願人の予想能力に限界がある、という事実
が裏付けられたことにより、長期的な社会全
体への技術的影響を見通せるという前提に
基づく基礎技術へのインセンティブ強化論
にも限界がある、という政策的インプリケー
ションも得られた。ただ、すべての主体が限
定合理性のもとで逐次的に行動を修正して
おり、限定合理性の測定のための絶対基準が
存在しないという、研究手法としての課題が
分析を深めるにつれ判明し、相対的指標を開
発する必要性が明らかとなった。 
 
(3) 特許引用データの技術先後関係を測定
する手段としての歪みに関する検証 
 
①第三の課題は、特許引用で測定される先行
技術の認識に歪みがあるか、を検証し、限定
合理性の指標への可能性を探ろうとするも
のである。実際には、長岡貞男・一橋大教授
を中心として独立行政法人経済産業研究所
が行った発明者に対する調査に設計段階か
ら参加し、本研究に利用する形で分析を行っ
た。実際に発明者に先行技術に関する認識を
尋ねたアンケートデータにより、先行技術の
吸収に関する発明者認識と特許引用数が整
合的か、また発明者認識と引用数の関係に企
業組織内外で差があるか、検証した。その結
果、発明者による先行特許の社内外の区別と、
特許引用に関する企業組織の内外の区別は
良く一致し、また、企業内からの特許引用数
は、発明者の先行技術の有無の認識とも一致
することがわかった。しかし企業外からの特
許引用数は、先行特許の有無に関する発明者
の認識とは統計的な関係がみられず、企業内
外からの特許引用数は、発明者認識の代理変
数として異なる性格を持っている、というこ
とがわかった。企業組織から合理性の制約が
生まれているとも解釈できるこの結果は、国
際ワークショップでの発表後に和田(2008)
として公表された。 
 
②上記①の結果から、発明者の属する同一企
業組織の中での先行技術利用と、企業組織外
から得た先行技術利用が、特許引用数に同等
に反映していない可能性が示された。しかし、
審査官引用で測定しても、企業内引用数のみ
が先行特許への依拠肯定の確率と相関を持
つ、という結果が得られることに対し、発明



者や出願者の認識の限界・限定合理性だけで
は説明がつかないことが難点となった。これ
に対し、発明者に先行特許を特定する形で尋
ねたアンケートデータの分析から、企業外か
らの引用の場合も、引用されている特許の中
での被引用数（前方引用数）が説明力を持つ
こと、その際に審査官により付された前方引
用数が重要であること、などが統計的に確か
められ、前方引用数による重み付けを加えた
場合には企業内外ともに発明者認識と後方
引用数が一致することがわかった。この結果
については、2008 年 12 月の国際学会発表を
行ったのち、和田(2009)として公表された。 
 
③さらに、前方引用数に加えてクラスタ係数
も発明者の認識に説明力を持つこと、これが
社外引用関係でも成り立つこと、が予備的な
統計分析では確認された。クラスタ係数には
複数の定義があるが、ここでは特許引用関係
にある２つの特許が、可能な組み合わせの中
で推移的トリプルを実際に形成している割
合として定義している。社外引用関係ですら、
引用ネットワークはランダムネットワーク
ではないこと、技術要因によるクラスタ化だ
けでなく、認識能力の限界すなわち限定合理
性によるデータのクラスタ化の影響がある
ことが示された。限定合理性の絶対基準はな
いが、相対的な測定方法になり得る候補が示
唆されたといえる。2009 年度末までの研究期
間では完結しなかったが、重要な研究の手が
かりが得られ、後続研究プロジェクトに引き
継ぐことができた。 
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